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１. 主要経済指標 

(1) GDP成長率 

 

国民統計局（ONS）は2009年9月29日、09年第2四半期の実質GDP成長率が前期比でマイナス0.6％

（前年同期比でマイナス5.5％）となったことを発表した。 

 

部門別でみると、鉱工業部門は鉱業が前期比マイナス0.6％、製造業は同マイナス0.1％、電力・

ガス・水道もマイナス3.6％となり、鉱工業部門全体ではマイナス0.5％となった。 

 

サービス部門は、輸送通信が前期比マイナス1.8％、ビジネスサービス・金融が同マイナス0.7%、

ホテル・ケータリング業が同マイナス0.4%となったこと等を要因として、サービス部門全体ではマ

イナス0.6％となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）国民統計局
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実質GDP成長率（四半期）の推移

鉱工業 サービス 全 体鉱工業 サービス 全 体
2007 Q1 0.3 1.2 0.7 0.2 3.6 2.4

Q2 0.4 0.7 0.6 0.5 3.5 2.7
Q3 △ 0.4 0.8 0.5 0.4 3.7 2.7
Q4 0.5 0.4 0.5 0.6 3.1 2.4

2008 Q1 △ 0.2 1.0 0.7 0.6 2.9 2.2
Q2 △ 1.3 0.1 △ 0.1△ 1.1 2.4 1.5
Q3 △ 2.2△ 0.7△ 0.7△ 2.1 0.9 0.3
Q4 △ 4.5△ 1.2△ 1.8△ 7.7△ 0.7△ 1.9

2009 Q1 △ 5.1△ 1.9△ 2.5△ 12.1△ 3.5△ 5.0
Q2 △ 0.5△ 0.6△ 0.6△ 12.0△ 4.2△ 5.5

（注）全体には農業部門と建設部門を含む。
　　　鉱工業の前年同期比は最新値ではない。
（出所）国民統計局

部門別の実質GDP成長率
（単位：％）

年(Q)
前期比 前年同期比
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 (2) 鉱工業生産 

 

2009年5～7月の鉱工業生産指数は、前期比同様（前年同期比10.7%減）となった。 

 

2009年第2四半期の鉱工業全体の指数は87.4となり、部門別では鉱業が0.4ポイント減の78.8、

製造業は0.1ポイント減の88.7、電気・ガス・水道は3.4ポイント減の90.6となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 物価・金利動向 

 

2009年8月の消費者物価上昇率（インフレ率）は、前月（7月）の1.8%から0.2ポイント減少し、

1.6%を記録した。国民統計局の分析によると、家計、特にガスおよび電気について、今年の7月か

ら8月にかけてはあまり変化がなかったものの、昨年高騰していたことから今回の減少に大きく寄

与したとしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

年（Q）
鉱工業
全体

鉱業 製造業
電気
ガス
水道

2007 100.3 90.7 102.2 99.7
2008 97.2 84.7 99.2 99.7

2007 Q1 100.1 91.0 102.0 98.4
Q2 100.5 91.6 102.4 98.2
Q3 100.1 90.4 101.9 99.7
Q4 100.6 90.0 102.3 102.3

2008 Q1 100.3 86.3 102.9 100.8
Q2 99.0 85.9 101.3 100.9
Q3 96.9 84.4 98.9 99.6
Q4 92.5 82.3 93.8 97.7

2009 Q1 87.9 79.2 88.8 94.0
Q2 87.4 78.8 88.7 90.6

（出所）国民統計局

鉱工業生産指数
（2003年＝100）

指数 前年同月比 指数 前年同月比 指数 前年同月比
（2005年＝100）（％） （1987年1月＝100）（％） （1987年1月＝100）（％）

2008年 9月 110.3 5.2 218.4 5.0 211.8 5.5
10月 110.0 4.5 217.7 4.2 211.1 4.7
11月 109.9 4.1 216.0 3.0 210.2 3.9
12月 109.5 3.1 212.9 0.9 209.2 2.8

2009年 1月 108.7 3.0 210.1 0.1 207.5 2.4
2月 109.6 3.2 211.4 0.0 209.5 2.5
3月 109.8 2.9 211.3 △ 0.4 209.9 2.2
4月 110.1 2.3 211.5 △ 1.2 210.7 1.7
5月 110.7 2.2 212.8 △ 1.1 212.0 1.6
6月 111.0 1.8 213.4 △ 1.6 212.6 1.0
7月 110.9 1.8 213.4 △ 1.4 212.6 1.2
8月 111.4 1.6 214.4 △ 1.3 213.6 1.4

（出所）国民統計局

物価指標

消費者物価上昇率（CPI）
年　月

小売物価上昇率（RPI） 基調インフレ率（RPIX）
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イングランド銀行（BOE、中央銀行）は09年3月5日に政策金利（レポ金利）を現行の1.0%から0.5

ポイント引き下げて0.5%として以来、6ヵ月間0.5%に据え置いている。 

 

BOEは8月5～6日に金融政策委員会（MPC）において、量的緩和のためのBOEの資金を活用した

総額1,250億ポンドの資産買い入れについては、500億ポンド増加の総額1,750億ポンドに拡大するこ

とを決定した。なお、9月9～10日に開催したMPCでは据え置きを決定している。この量的緩和策の

完了までには、あと2ヵ月かかる見通し（9月24日現在：1,537億7,100万ポンド完了）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 雇用 

 

雇用情勢は依然悪化が続いており、2009年8月の失業率（失業保険申請ベース）は5.0%（約160.74

万人）となった。ILO（International Labour Organisation）ベースでは2009年5～7月値で7.9%（約

247万人）と、前期比で21万人以上増加した。この英国の失業率は、EU27平均（7月：9.0%）やユー

ロ圏平均（7月：9.5%）と比較すれば依然低く、EU27のうちの中下位に位置する。また西欧の中で

も特に失業率が高いスペインやアイルランド、フランス、またラトビアやリトアニア、エストニア、

スロバキア、ハンガリーといった中東欧諸国と比較すれば優に低い。 

 

また、2009年5～7月の平均賃金水準指数（ボーナス含む）は1.7%となり、0.8ポイント減少した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）イングランド銀行（BOE、中央銀行）
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(5) 為替 

 

2007年7月をピークとして、その後は円高が進んだ。08年3月17日に1ポンド=193.8975円を記録し

て以降、反転して円安傾向となったものの、同年4月以降の政策金利の再引き下げなども影響し09

年1月21日には120.3560円と円高がさらに進行した。（09年9月28日現在142.1052円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年／Q 米ドル／ポンド ユーロ／ポンド 円／ポンド

2007 2.0022 1.4619 235.7087

2008 1.8528 1.2588 192.3639

2007      Q1 1.9545 1.4916 233.3291

Q2 1.9869 1.4732 240.1081

Q3 2.0212 1.4705 238.1900

Q4 2.0456 1.4129 231.4138

2008      Q1 1.9780 1.3212 208.4245

Q2 1.9708 1.2615 206.1662

Q3 1.8934 1.2586 203.6077

Q4 1.5742 1.1957 151.7989

2009      Q1 1.4342 1.1010 134.3772

  Q2 1.5533 1.1389 151.1018

（出所）イングランド銀行（BOE、中央銀行）

為替レート

（出所）イングランド銀行（BOE、中央銀行）
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(6) 貿易 

 

2009年上半期（第1、2四半期累計）の貿易赤字（国際収支ベース・財のみ）は406億8,200万ポンドと、

前年同期比で13.9%減となっている。 

 

通関ベースで主要な商品別の輸出入状況（同）をみると、輸出では、化学工業製品（全体構成比20.9%）

が前年同期比5.0%増となる一方で、機械類・輸送機器類（同35.2%）が15.3%減、鉱物性燃料など（同

11.1%）が28.7%減、原料別製品（同11.2%）が27.3%減となるなど、全般的に減少傾向を示し、全体で

13.0%減となった。 

 

輸入も、食料品・動物（同9.1%）が6.7%の増加を示す一方で、機械類・輸送機器類（同33.8%）が18.7%

減、鉱物性燃料（同10.4%）も30.3%減、原料別製品（同12.1%）が18.1%減となるなど、全体的に減少

傾向を示し13.1%減となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(7) 国際収支 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）国民統計局
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輸出 財

輸出 サービス

輸入 財

輸入 サービス

貿易収支 財

貿易収支 サービス

年(Q) 輸出 輸入 貿易収支 ｻｰﾋﾞｽ収支所得収支 移転収支 経常収支
2007 220,858 310,612 △ 89,75444,807 20,775 △ 13,538△ 37,710
2008 251,372 344,818 △ 93,44654,479 26,940 △ 13,610△ 25,068

2007 Q1 53,516 75,133 △ 21,61710,986 2,002 △ 3,026△ 11,655

Q2 54,580 74,985 △ 20,40510,538 4,063 △ 3,064△ 8,868
Q3 55,524 79,290 △ 23,76611,224 3,509 △ 2,994△ 12,027
Q4 57,238 81,204 △ 23,96612,059 11,201 △ 4,454△ 5,160

2008 Q1 60,661 84,272 △ 23,61112,410 12,681 △ 3,985△ 2,565
      Q2 64,832 88,476 △ 23,64413,425 7,347 △ 3,467△ 6,100
      Q3 65,585 89,404 △ 23,81912,435 6,737 △ 3,297△ 7,632
      Q4 60,294 82,666 △ 22,37216,209 175 △ 2,861△ 8,771

2009 Q1 55,754 76,550 △ 20,79612,554 3,536 △ 3,809△ 8,540

 Q2 54,949 74,835 △ 19,88611,891 n.a. n.a. n.a.

(注）輸出，輸入，貿易収支については財のみ
(出所）国民統計局

（単位：100万ポンド）
国際収支
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(8) 直接投資 （M&A） 

 

2009年第2四半期の外国企業による英国企業へのM&Aは、前期（件数：25件、金額：123億ポンド）

と比べて件数・金額ともに減少し、14件で総額4億ポンドとなり、1987年第2四半期以来の最低水準に止

まった。一方、今期は引き揚げが7案件（総計で4億ポンド）であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方、09年第2四半期の英国企業による外国企業に対するM&Aは、前期（件数：17件、金額：37億ポ

ンド）と比べて件数が増加したものの金額は減少に転じ、25件で総額24億ポンドとなり、2004年第1四

半期以来の最低水準となった。一方、今期は引き揚げが6案件（総計で7億ポンド）であり、ネットベー

スでは17億ポンドとなった。 

 

主要な案件としては、Vodafone Group PlcによるVodacom Group (Pty)の16億ポンド相当の株式の追加

取得などが挙げられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）国民統計局
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２. 日英関係 

 

対日貿易 

     

2009年上半期（第1、2四半期累計）の対日貿易（国際収支ベース）は、輸出が前年同期比15.8%減の

17億1,600万ポンド、輸入が同24.6%減の32億8,000万ポンドで、貿易赤字は同32.3%減の15億6,400万ポ

ンドだった。 

 

通関ベースで主要な商品別の状況をみると、日本への輸出では化学工業製品（全体構成比33.5%）が

前年同期比14.1%増となったものの、原料別製品（同9.6%）が同54.5%減、自動車など（同6.4%）が同

59.0%減などとなり、対日輸出総額の減少につながった。 

 

日本からの輸入では、原料別製品（全体構成比16.1%）が対前年同期比53.6%の大幅増を示したものの、

自動車など（17.0%）が55.9%減、工作用機械（2.1%）も72.9%減など軒並み減少となり、対日輸入総額

の減少につながった。 

 

 

（国際収支ベース、100万ポンド）

輸出 輸入 収支
2007 3,866 7,885 △ 4,019
2008 3,901 8,535 △ 4,634

2007 Q1 953 2,057 △ 1,104
Q2 981 1,920 △ 939
Q3 956 1,957 △ 1,001
Q4 976 1,951 △ 975

2008 Q1 983 2,052 △ 1,069
 Q2 1,055 2,297 △ 1,242
 Q3 950 2,061 △ 1,111
 Q4 913 2,125 △ 1,212

2009 Q1 924 1,649 △ 725
Q2 792 1,631 △ 839

（出所）国民統計局

英国の対日貿易

貿易収支
年(Q)
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３. EU関係等 

 

 (1)  GDP成長率 

 

EU統計局（Eurostat）発表（2009年9月2日）による、09年第2四半期までの各国のGDP成長率は下

表のとおり。EU27ヵ国の09年第2四半期のGDP成長率はマイナス0.2%、ユーロ圏はマイナス0.1%と

更にマイナス成長が鈍化した（09年第1四半期はそれぞれマイナス2.4%、マイナス2.5%）。前年同期

比でもEU27ヵ国がマイナス4.8%、ユーロ圏もマイナス4.7%と引き続きマイナス成長を記録した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：％）
2008年Q3 2008年Q4 2009年Q1 2009年Q2

ＥＵ27ヵ国 △ 0.4 △ 1.9 △ 2.4 △ 0.2

ユーロ圏16カ国 △ 0.3 △ 1.8 △ 2.5 △ 0.1
　ベルギー 0.0 △ 1.7 △ 1.7 △ 0.4
　ドイツ △ 0.3 △ 2.4 △ 3.5 0.3
　アイルランド 0.6 △ 5.4 △ 1.5 n.a.
　ギルシャ 0.4 0.3 △ 1.2 0.3
　スペイン △ 0.6 △ 1.1 △ 1.6 △ 1.1
　フランス △ 0.2 △ 1.4 △ 1.3 0.3
　イタリア △ 0.8 △ 2.1 △ 2.7 △ 0.5
  キプロス 0.1 0.2 △ 0.6 △ 0.5
　ルクセンブルク △ 0.6 △ 3.6 △ 1.5 n.a.
  マルタ △ 0.3 △ 1.1 △ 1.3 n.a.
　オランダ △ 0.4 △ 1.0 △ 2.7 △ 0.9
　オーストリア △ 0.3 △ 1.0 △ 2.7 △ 0.4
　ポルトガル △ 0.5 △ 1.8 △ 1.6 0.3
  スロベニア 0.7 △ 4.1 △ 6.4 0.7
　スロバキア 1.8 2.1 △ 11.0 2.2
　フィンランド △ 0.9 △ 2.1 △ 2.7 n.a.
ブルガリア n.a. n.a. n.a. n.a.
チェコ 0.6 △ 1.8 △ 3.4 n.a.
デンマーク △ 0.9 △ 2.0 △ 1.1 n.a.
エストニア △ 2.8 △ 5.3 △ 6.1 △ 3.7
ラトビア △ 1.8 △ 4.9 △ 11.0 △ 1.6
リトアニア △ 0.3 △ 1.4 △ 10.2 △ 9.8
ハンガリー △ 1.0 △ 1.9 △ 2.6 △ 2.1
ポーランド 0.6 △ 0.1 0.3 0.5
ルーマニア △ 0.1 △ 2.8 △ 4.6 △ 1.2
スウェーデン △ 0.5 △ 5.0 △ 0.9 0.0
英国 △ 0.7 △ 1.8 △ 2.4 △ 0.7
(注）n.a.は未入手
（出所）EU統計局（Eurostat）

各国の四半期ＧＤＰ成長率（前期比）
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(2)  物価上昇率 

 

   EU統計局発表（2009年9月16日）による、EU27ヵ国およびユーロ圏における09年8月の物価上昇率は

下表のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：％、ポイント）

EU27ヵ国 0.6 0.2 0.6 * 0.3 * 1.8 *

ユーロ圏16ヵ国 △ 0.1 △ 0.7 △ 0.2* 0.3 * 1.1 *
　ベルギー △ 1.0 △ 1.7 △ 0.7 2.1 1.5
　ドイツ 0.0 △ 0.7 △ 0.1 0.3 0.8
　アイルランド △ 2.2 △ 2.6 △ 2.4 0.2 0.0
　ギリシア 0.7 0.7 1.0 △ 0.8 1.9
　スペイン △ 1.0 △ 1.4 △ 0.8 0.4 0.8
　フランス △ 0.6 △ 0.8 △ 0.2 0.6 0.8
　イタリア 0.6 △ 0.1 0.1 0.2 1.6
　キプロス 0.1 △ 0.8 △ 0.9 0.2 1.4
　ルクセンブルク △ 1.0 △ 1.5 △ 0.2 1.3 0.6
　マルタ 2.8 0.8 1.0 0.6 3.6
　オランダ 1.4 △ 0.1 △ 0.1* 0.2 * 1.6 *
　オーストリア △ 0.3 △ 0.4 0.1 * 0.4 * 1.1 *
　ポルトガル △ 1.6 △ 1.4 △ 1.2 △ 0.2 0.1
  スロベニア 0.2 △ 0.6 0.1 0.1 1.7
　スロバキア 0.7 0.6 0.5 △ 0.2 2.3
　フィンランド 1.6 1.2 1.3 0.4 2.6
ブルガリア 2.6 1.0 1.3 0.1 5.4
チェコ 0.8 △ 0.1 0.0 △ 0.2 2.2
デンマーク 0.9 0.7 0.7 0.3 1.9
エストニア △ 0.5 △ 0.4 △ 0.7 △ 0.1 3.8
ラトビア 3.1 2.1 1.5 △ 1.0 7.7
リトアニア 3.9 2.6 2.2 △ 0.2 6.9
ハンガリー 3.7 4.9 5.0 △ 0.5 3.9
ポーランド 4.2 4.5 4.3 △ 0.4 4.0
ルーマニア 5.9 5.0 4.9 △ 0.2 6.4
スウェーデン 1.6 1.8 1.9 0.2 2.2
英国 1.8 1.8 1.6 0.4 2.9

（注1）前月比は、2009年8月の前月比での物価上昇率
（注2）増減は、2009年8月の前年同月比での物価上昇率
（注3）*は暫定値、n.a.は未入手。
（出所）EU統計局（Eurostat）

増減

EUおよび加盟国の消費者物価上昇率

2009年6月2009年7月2009年8月前月比
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(3)  失業率 

 

EU 統計局発表（2009 年 9 月 1 日）による、EU27 ヵ国およびユーロ圏における 09 年 7 月の失業率

は下表のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：％、ポイント）

2008年7月2009年6月2009年7月前月比 前年同月比
EU27ヵ国 7.0 8.9 9.0 0.1 2.0

ユーロ圏16ヵ国 7.5 9.4 9.5 0.1 2.0
　ベルギー 7.3 8.1 8.0 △ 0.1 0.7
　ドイツ 7.2 7.7 7.7 0.0 0.5
　アイルランド 6.0 12.2 12.5 0.3 6.5
　ギリシャ 7.6 n.a. n.a. － －
　スペイン 11.4 18.2 18.5 0.3 7.1
　フランス 7.8 9.6 9.8 0.2 2.0
　イタリア 6.8 n.a. n.a. － －
　キプロス 3.6 5.4 5.5 0.1 1.9
　ルクセンブルク 4.9 6.2 6.4 0.2 1.5
　マルタ 5.9 7.2 7.3 0.1 1.4
　オランダ 2.7 3.3 3.4 0.1 0.7
　オーストリア 3.7 4.4 4.4 0.0 0.7
　ポルトガル 7.8 9.2 9.2 0.0 1.4
　スロベニア 4.4 6.1 6.0 △ 0.1 1.6
　スロバキア 9.2 11.7 12.0 0.3 2.8
　フィンランド 6.4 8.5 8.7 0.2 2.3
ブルガリア 5.5 6.8 7.0 0.2 1.5
チェコ 4.3 6.3 6.4 0.1 2.1
デンマーク 3.2 6.1 5.9 △ 0.2 2.7
エストニア 6.5 13.3 n.a. n.a. n.a.
ラトビア 6.9 17.1 17.4 0.3 10.5
リトアニア 5.8 15.6 16.7 1.1 10.9
ハンガリー 7.8 10.3 10.3 0.0 2.5
ポーランド 7.0 8.2 8.2 0.0 1.2
ルーマニア 5.8 n.a. n.a. － －
スウェーデン 5.7 8.9 9.2 0.3 3.5
英国 5.7 n.a. n.a. － －

（注1）ギリシャ、イタリア、ルーマニアは四半期ベースの数値。

（注2）n.a.は未入手、－は算出不能。前月比、前年同月比で△表記は失業率の低下を示す。
(出所）EU統計局（Eurostat）

EUおよび加盟国の失業率
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(4)  世界のGDP成長率予測 

 

IMF／World Bank／OECD／Eurostatによる、主要国におけるGDP成長率の予測値は下表のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：％）

2009年2010年2009年2010年2011年2009年2010年2009年2010年
世界 △ 1.4 2.5 △ 2.9 2.0 3.2 △ 4.1 0.7 － －

　日本 △ 6.0 1.7 △ 6.8 1.0 2.0 △ 6.8 0.7 △ 5.3 0.1
　米国 △ 2.6 0.8 △ 3.0 1.8 2.5 △ 2.8 0.9 △ 2.9 0.9
　中国 7.5 8.5 6.5 7.5 8.5 － － － －
　英国 △ 4.2 0.2 － － － △ 4.3 0.0 △ 3.8 0.1
　インド 5.4 6.5 5.1 8.0 8.5 － － － －
　EU27ヵ国 △ 4.7△ 0.1 － － － － － △ 4.0△ 0.1
　ユーロ圏16ヵ国 △ 4.8△ 0.3△ 4.5 0.5 1.9 △ 4.8 0.0 △ 4.0△ 0.1
　ロシア △ 6.5 1.5 △ 7.5 2.5 3.0 － － － －
　ブラジル △ 1.3 2.5 △ 1.1 2.5 4.1 － － － －
（注）OECDの‘世界計’は‘OECD計’の数値を記載。
（出所）IMF：World Economic Outlook UPDATE（2009年7月）
　　　 　World Bank：The global outlook in summary, 2007-2011（2009年9月）
         OECD：OECD Economic Outlook No. 85（2009年6月）
         Eurostat：Real GDP growth rate（2009年9月）

IMF World Bank OECD Eurostat

主要国におけるGDP成長率予測



12 

４. その他資料（閣僚名簿） 

労働党　ブラウン政権　閣僚名簿（2009年9月25日現在）

(役職) (氏名) (誕生年)
首相（大蔵第一卿、公務員担当相） ゴードン・ブラウン 1951年
Prime Minister, First Lord of the Treasury and Minister for the Civil Service Gordon Brown 

財務相 アラスタ・ダーリング 1953年
Chancellor of the Exchequer Alistair Darling

外相 デービット・ミリバンド 1965年
Secretary of State for Foreign and Commonwealth Affairs David Miliband

憲法大臣、大法官 ジャック・ストロー 1946年
Secretary of State for Justice and Lord Chancellor Jack Straw

内相 アラン・ジョンソン 1950
Secretary of State for the Home Department Alan Johnson

国防相 ボブ・エインズワース 1952
Secretary of State for Defence Bob Ainsworth

保健相 アンディ・バーナム 1970
Secretary of State for Health Andy Burnham

環境・食糧・農村地域相 ヒラリー・ベン 1953年
Secretary of State for Environment, Food and Rural Affairs Hilary Benn

国際開発相 ダグラス・アレキサンダー 1967年
Secretary of State for International Development Douglas Alexander

ビジネス・イノベーション・職業技能相 マンデルソン卿 1953年
Secretary of State for Business, Innovation and Skills, First Sec. and Lord President of the CouncilLord Mandelson (Peter Mandelson)

下院院内総務・王璽尚書・女性・平等担当相 ハリエット・ハーモン 1950年
Leader of the House of Commons (and Lord Privy Seal); Minister for Women and Equality Harriet Harman

労働・年金相 イベット・クーパー 1969
Secretary of State for Work and Pensions Yvette Cooper

運輸相 アドニス卿 1963
Secretary of State for Transport Lord Adonis (Andrew Adonis)

コミュニティー・地方政府相 ジョン・デナム 1953
Secretary of State for Communities and Local Government John Denham

児童・学校・家庭相 エド・ボールズ 1967年
Secretary of State for Children, Schools and Families Ed Balls

エネルギー・気候変動相 エド・ミリバンド 1969
Secretart of State for Energy and Climate Change Ed Miliband

北アイルランド相 ショーン・ウッドウォード 1958年
Secretary of State for Northern Ireland Shaun Woodward

上院院内総務 ・ランカスター公領尚書 バロネス・ロイオール・オブ・ブレイズドン 1955
Leader of the House of Lords and Chancellor of the Duchy of Lancaster Baroness Royall of Blaisdon (Janet Royall)

内閣府担当国務相・オリンピック・出納担当相 テッサ・ジョエル 1947
Minister for the Cabinet Office, and for the Olympics and Paymaster General Tessa Jowell

文化・メディア・スポーツ相 ベン・ブラッドショー 1960年
Secretary of State for Culture, Media and Sport Ben Bradshaw

財務省首席担当官 ライアム・バーン 1970
Chief Secretary to the Treasury Liam Byrne

ウェールズ相 ピーター・ヘイン 1950年
Secretary of State for Wales Peter Hain

スコットランド相 ジム・マーフィ 1967年
Secretary of State for Scotland Jim Murphy

院内幹事長・財務政務次官 ニコラス・ブラウン 1950年
Chief Whip (Parliamentary Secretary to the Treasury) Nicholas Brown

アフリカ・アジア・国連担当国務相 空席
Minister for Africa, Asia and the UN Vacant

雇用・福祉改革担当国務相 ジム・ナイト 1965年
Minister of State for Empoyment and Welfare Reform Jim Knight

ビジネス・イノベーション・職業技能担当国務相 パット・マクファーデン 1965年
Minister of State for Business, Innovation and Skills Pat McFadden

住宅担当国務相 ジョン・ヒーリー 1960年
Minister of State for Housing John Healey

科学・イノベーション担当国務相 ドレイソン卿 1960年
Minister for Science and Innovation Lord Drayson (Paul Drayson)

(その他の閣議出席者)
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保守党　影の内閣名簿（2009年9月8日現在）

(役職) (氏名) (誕生年)
保守党党首 デビッド・キャメロン 1966
Leader of the Conservative Party David Cameron

財務相 ジョージ・オズボーン 1971
Shadow Chancellor of the Exchequer George Osborne

外相 ウィリアム・ハーグ 1961
Shadow Foreign Secretary William Hague

憲法大臣 ドミニック・グリーヴ 1956
Shadow Secretary of State for Justice & Shadow Attorney General Dominic Grieve

内相 クリス・グレイリング 1962
Shadow Home Secretary Chris Grayling

国防相 リアム・フォックス 1961
Shadow Secretary of State for Defence Liam Fox

保健相 アンドリュー・ランズリー 1956
Shadow Secretary of State for Health Andrew Lansley

環境・食糧・農村地域相 ニック・ハーバート 1963
Shadow Secretary of State for Environment, Food and Rural Affairs Nick Herbert

国際開発相 アンドリュー・ミッチェル 1956
Shadow Secretary of State for International Development Andrew Mitchell

ビジネス相 ケネス・クラーク 1940
Shadow Secretary of State for Business Kenneth Clarke

下院院内総務 ジョージ・ヤング 1941
Shadow Leader of the House of Commons George Young

労働・年金相、女性担当相 テレーザ・メイ 1956
Shadow Secretary of State for Work and Pensions, Shadow Minister for Women Theresa May

運輸相 テレーザ・ヴィリアーズ 1968
Shadow Secretary of State for Transport Theresa Villiers

コミュニティー・地方政府担当相 キャロライン・スペルマン 1958
Shadow Secretary of State for Communities and Local Government Caroline Spelman

下院院内幹事 パトリック・マクロフリン 1957
Opposition Chief Whip Patrick McLoughlin

児童・学校・家庭担当相 マイケル・ガヴ 1967
Shadow Secretary of State for Children, Schools and Families Michael Gove

内閣府担当国務相・ランカスター公領尚書 フランシス・モード 1953
Shadow Minister for the Cabinet Office and Shadow Chancellor of the Duchy of Lancaster Francis Maude

文化・メディア・スポーツ相 ジェレミー・ハント 1966
Shadow Secretary of State for Culture, Media and Sport Jeremy Hunt

北アイルランド相 オ－ウェン・パターソン 1956
Shadow Secretary of State for Northern Ireland Owen Paterson

上院院内総務 ストラスクライド卿 1960
Shadow Leader of the House of Lords Lord Strathclyde (Thomas Strathclyde)

財務省首席担当官 フィリップ・ハモンド 1955
Shadow Chief Secretary to the Treasury Philip Hammond

大学・職業技能担当相、家族政策担当相 デビッド・ウィレッツ 1956
Shadow Minister for Universities and Skills, with special responsibility for family policy David Willetts

エネルギー・気候変動相 グレッグ・クラーク 1967
Shadow Secretary of State for Energy and Climate Change Greg Clark

ウェールズ相 シェリル・ギラン 1952
Shadow Secretary of State for Wales Cheryl Gillan

スコットランド相 デビッド・マンデル 1962
Shadow Secretary of State for Scotland David Mundell

保守党議長 エリック・ピクルズ 1952
Chairman of the Conservative Party Eric Pickles

政策評価・保守党調査担当議長 オリバー・レトウィン 1956
Chairman of the Policy Review and Chairman of the Conservative Research Department Oliver Letwin

安全担当大臣・国家安全保障アドバイザー ポーリーン・ネヴィル・ジョーンズ 1939
Shadow Security Minister and National Security Adviser to the Leader of the Opposition Baroness Neville-Jones of Hutton Roof (Pauline Neville-

Jones)

地域融和担当相 サイーダ・ワルシ 1971
Shadow Minister for Community Cohesion and Social Action Baroness Warsi of Dewsbury (Sayeeda Warsi)

上院院内幹事 ジョイス・アネレイ 1947
Opposition Chief Whip (Lords) Joyce Anelay

ヨーロッパ担当国務相 マーク・フランソワ 1965
Shadow Minister for Europe Mark Francois

住宅担当国務大臣 グラント・シャップス 1968
Shadow Housing Minister Grant Shapps

(その他の影の閣議出席者)

 



14 

 

発行者：在英日本商工会議所 

Salisbury House、 

29 Finsbury Circus、 

London、 EC2M 5QQ 

Tel:020-7628-0069 

Fax:020-7374-2280 

http://www.jcci.org.uk 

e-mail: chamber@jcci.org.uk 

 

 

編集者：ジェトロ・ロンドンセンター 

MidCity Place、 

71 High Holborn、 

London、 WC1V 6AL 

Tel:020-7421-8300 

Fax:020-7421-0009 

http://www.jetro.go.jp/uk/ 

e-mail: ldnresearch@jetro.go.jp 

 

 

 


